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拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第 49 期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下
さいますようお願い申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成 27年 6月 25 日（木曜
日）午後 5時 30 分までに当社に到着するようご返送いただきたくお願い申し上げ
ます。

敬　具

記
1．日　　　時	 平成 27 年 6 月 26 日（金曜日）午前 10 時
2．場　　　所	 福岡市博多区博多駅東二丁目 5番 33 号

ホテルレオパレス博多　3階　イベントホール
（末尾記載の会場案内図をご参照下さい。）

3．目的事項
報 告 事 項	 �第 49期（自 平成26年 4月1日　至 平成27年 3月31日）事業報告

	 及び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第 1号議案	 剰余金処分の件
第 2号議案	 監査役 3名選任の件
第 3号議案	 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
第 4号議案	 役員賞与支給の件

以　上

平成 27 年 6 月 11 日
（証券コード：2816）

東京都墨田区亀沢一丁目17番 3号

代表取締役
社　　　長　松　本　洋　助

株　主　各　位

第 49期定時株主総会招集ご通知

1．	�添付書類及び株主総会参考書類に修正する必要が生じた場合は、インターネットの当社
ウェブサイト（http：//www.daisho. co. jp）において、修正後の事項を掲載させていた
だきます。
2．	�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さいま
すようお願い申し上げます。
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（添付書類）

事　業　報　告
（自 平成 26 年 4 月 1 日　至 平成 27 年 3 月 31 日）

1．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策が
下支えするなか、景気の緩やかな回復基調が続いているものの、消費税率引き
上げに伴う駆け込み需要の反動が長期化する等、依然として先行き不透明な状
況で推移いたしました。
食品業界におきましては、生活必需品の値上げが相次いだことにより消費者
の生活防衛意識が高まるなかで、企業間のシェア確保に向けた販売競争・価格
競争が熾烈化する一方、円安等にともなう原材料費の高止まり等、厳しい経営
環境が続きました。
このような状況のもと、当社は九州工場を中心とした生産体制強化をテコ
に、開発・販売とともに三位一体となった積極的な拡大戦略を進めてまいりま
した。生鮮売場での焼肉のたれや鍋スープ等の拡販に向けた提案営業を進める
とともに、市場の変化に対応すべく、惣菜を中心とする中食市場への取り組み
強化や、多様化する食ニーズに応える「即食」向け製品の拡充を積極的に展開
いたしました。
製品群別の概況は、以下のとおりであります。
液体調味料群においては『にんにく黒胡椒焼ソース』『レモンペッパーソテー
ソース』などの好調な業務用「オイルソース類」に、新たに『アンチョビ＆ガー
リックソテーソース』等をラインアップに加え、大きく売上を伸ばしました。
小売用製品では秋冬市場の主力である鍋用スープにおいて、『豚うま鍋スー
プ』『野菜をいっぱい食べる鍋（白菜鍋スープ、キャベツ鍋スープ）』等の新製
品が売上を牽引し、『博多水炊きスープ』等の主力製品のリニューアルも奏功
いたしました。しかしながら小売用既存製品における販売環境は依然厳しく、
売上高は 126 億 31 百万円（前年同期比 98.5％）となりました。
粉体調味料群においては、小売用製品『きのこがおいしい！アヒージョの素』
が好調に推移し、業務用製品も順調に売上を伸ばしましたが、青汁等が厳しい
環境のなか売上が減少し、売上高は 37 億 53 百万円（前年同期比 95.7％）とな
りました。
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その他調味料群は、「即食」向け製品『5つの味のスープはるさめ』『バラエ
ティ広がる 5 つの味のスープはるさめ』が大きく伸長するなか、新たに『エス
ニック風スープはるさめ』等 4製品を投入し、売上を牽引いたしました。この
結果、売上高は 22 億 76 百万円（前年同期比 128.4％）となりました。
以上の結果、当事業年度における売上高は 186 億 61 百万円（前期比
100.8％）となりました。利益面につきましては、原材料費の高騰等により、
営業利益は 4億 32 百万円（前期比 60.8％）、経常利益は 4億 33 百万円（前期
比 60.6％）、当期純利益は 2億 72 百万円（前期比 73.7％）となりました。

製品群別売上高
期　別

製　品　群
第 48 期（前　期）
（平成 26 年 3 月期）

第 49 期（当期）
（平成 27 年 3 月期）

液 体 調 味 料 群 12,825,706 千円 12,631,920 千円
粉 体 調 味 料 群 3,922,274 3,753, 096
そ の 他 調 味 料 群 1,772,650 2,276, 699
合 計 18,520,631 18,661, 716

（2）設備投資及び資金調達の状況
当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は、5億 28 百万円と
なり、生産拡大に備えた生産設備の増設、更新並びに合理化投資であります。
これらの資金については、金融機関借入金及び自己資金にて対応しております。

（3）財産及び損益の状況

区　　　分
第 46 期

（平成 24 年 3 月期）
第 47 期

（平成 25 年 3 月期）
第 48 期

（平成 26 年 3 月期）
第 49期（当期）
（平成 27 年 3 月期）

売 上 高（千円） 17,010,702 17,177, 025 18,520, 631 18,661, 716
経 常 利 益（千円） 1,281,515 1,132, 611 715,381 433,723
当 期 純 利 益（千円） 588,818 674,779 370,170 272,927
1 株当たり当期純利益（円） 61.00 69.90 38.35 28.27
総 資 産（千円） 12,769,112 14,312, 468 14,369, 111 13,979, 612
純 資 産（千円） 6,488,023 7,015, 224 7,238, 465 7,414, 149
1 株当たり純資産額（円） 672.13 726.75 749.88 768.08
（注）�1 株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、1株当たり

純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算定しております。
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（4）対処すべき課題
消費者の低価格志向、販売競争の激化のなか、食品業界を取り巻く環境は大
きく変化し、収益確保に向けた環境は一段と厳しくなっております。このよう
な状況のなか、当社は以下の点を重要課題として捉え、継続的成長の実現と企
業価値の向上を図ってまいります。

① 売上の継続的成長
・�販売体制を再構築し、企画提案力の向上に取り組み、成長分野である業
務用製品、「即食」向け製品の販売展開に注力してまいります。
・�市場の変化を先取りし、付加価値と魅力ある製品開発に取り組み、販売
力とコスト競争力の強化を図ってまいります。

② 食の安心・安全
・�ISO22000 等の食品安全規格に則った生産を行うとともに、さらなる製品
品質・衛生管理レベルの向上に取り組んでまいります。

③ 事業基盤の強化
・�原材料調達、在庫管理、人員配置、生産計画、物流体制、販売・広告活
動等、あらゆるコストについて生産性向上に取り組み、経営の効率化を
進めてまいります。
・�教育・人事諸制度の充実、職場環境の改善により、個々の社員の能力を
発揮できる環境を整備し、将来にわたる成長力、収益力のある企業体質
を目指してまいります。

（5）主要な事業内容
焼肉のたれ、鍋スープ、ソース類等の液体調味料及び味・塩こしょう等の粉
体調味料の製造販売並びにこれに附帯関連する一切の事業を営んでおります。
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（6）主要な営業所及び工場
東 京 本 社 東京都墨田区亀沢一丁目 17 番 3 号
福 岡 本 社 福岡県福岡市東区松田一丁目 11 番 17 号
関 東 工 場 茨城県小美玉市西郷地 1689
九 州 工 場 福岡県糟屋郡久山町山田 3034
福 岡 工 場 福岡県福岡市東区松田一丁目 11 番 17 号
福 岡 第 二 工 場 福岡県福岡市東区松田一丁目 9番 30 号
広 域 営 業 部 東京都墨田区
首 都 圏 営 業 部 東京都墨田区

東 京 支 店 東京都墨田区
営業所 ……… 横浜　静岡　千葉　

関 西 営 業 部 大阪府大東市
営業所 ……… 京都　和歌山　神戸

福 岡 支 店 福岡県糟屋郡
営業所 ……… 福岡　北九州　

筑 後 支 店 福岡県筑後市
営業所 ……… 筑後　大分　長崎

鹿児島支店 鹿児島県鹿児島市
営業所 ……… 鹿児島　宮崎　熊本　沖縄

広 島 支 店 広島県広島市安佐南区
営業所 ……… 広島　松江　山口　

岡 山 支 店 岡山県岡山市南区
営業所 ……… 岡山　姫路

高 松 支 店 香川県高松市
営業所 ……… 高松　高知　松山

名古屋支店 愛知県一宮市
営業所 ……… 名古屋　金沢　長野　

埼 玉 支 店 埼玉県上尾市
営業所 ……… 埼玉　茨城　新潟　群馬

仙 台 支 店 宮城県仙台市宮城野区
営業所 ……… 仙台　郡山　秋田　盛岡

札 幌 支 店 北海道札幌市東区
営業所 ……… 札幌　旭川　函館
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（7）従業員の状況
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 勤 続 年 数
628 名 5 名増 37.0 歳 11.7 年

（注）上記のほかに嘱託・パート等 313 名がおります。

（8）主要な借入先の状況
借　入　先 借　入　額

株式会社西日本シティ銀行 375,000 千円
株 式 会 社 福 岡 銀 行 305,000
株式会社三菱東京UFJ 銀行 275,000

2．会社の株式に関する事項（平成 27 年 3 月 31 日現在）
（1）発行可能株式総数	 24,000,000 株
（2）発行済株式の総数	 9,868,800 株（自己株式 215,999 株を含む）
（3）株　主　数	 12,827 名
（4）大　株　主

株 主 名 持 株 数 持株比率
有 限 会 社 山 田 興 産 2,642,800 株 27.37 ％
一般財団法人金澤記念育英財団 1,488,000 15.41
松 本 賢 子 853,283 8.83
ダ イ シ ョ ー 従 業 員 持 株 会 343,543 3.55
松 本 洋 助 206,000 2.13
株式会社西日本シティ銀行 180,000 1.86
株 式 会 社 福 岡 銀 行 114,480 1.18
松 本 俊 一 96,172 0.99
松 　 　 本 　 　 ひ か る 75,172 0.77
松 本 寿 子 64,172 0.66

（注）1．当社は自己株式 215,999 株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
	 2．持株比率は自己株式（215,999 株）を控除して計算しております。
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3．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況（平成 27 年 3 月 31 日現在）
地　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 松本洋助 一般財団法人金澤記念育英財団 理事長
取締役副社長 中嶋良二 経営統括
取締役副社長 阿部孝博 管理本部長・経営企画室担当
常 務 取 締 役 中西昌至 営業本部長兼広域営業部長
取 締 役 藤岡祥治 購買部長兼商品管理部長
取 締 役 小田義博 生産本部長兼九州工場・福岡工場・福岡第二工場長
取 締 役 坂田恵補 商品本部長
取 締 役 堀脇裕之 管理本部総務人事部長兼広報室長
取 締 役 古田龍輔 学校法人筑紫女学園大学現代社会学部 教授
常 勤 監 査 役 仁 科　悟
監 査 役 靍田邦雄
監 査 役 藤 崎　武 藤崎公認会計士事務所 所長
（注）1．�取締役古田龍輔氏は、会社法第 2条第 15 号に定める社外取締役であります。
	 2．�監査役靍田邦雄氏及び藤崎 武氏は、会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役でありま

す。
	 3．�監査役靍田邦雄氏及び藤崎 武氏は、東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引

所に届け出ております。
	 4．�監査役靍田邦雄氏は、企業経営分野における造詣が深く、幅広い知識と見識を有してお

ります。
	 5．�監査役藤崎 武氏は、公認会計士の資格を有し、経理・財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

（2）取締役及び監査役の報酬等の総額
区　分 支給人員 報酬等の額

取 締 役
（内社外取締役）

9 名
（1名）

248,308 千円
（3,380 千円）

監 査 役
（内社外監査役）

3名
（2名）

9,966 千円
（4,540 千円）

合 計
（内 社 外 役 員）

12 名
（3名）

258,274 千円
（7,920 千円）

（注）	1．�取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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	 2．�報酬等の額には、平成 27 年 6 月 26 日開催の第 49 期定時株主総会において決議予定の役
員賞与 20,000 千円（取締役 19,090 千円、監査役 910 千円）を含んでおります。

	 3．�報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額 47,354 千円（取締役
46,458 千円、監査役 896 千円）を含んでおります。

	 4．�取締役の報酬限度額は、平成 22 年 6 月 29 日開催の第 44 期定時株主総会において、年額 3 
億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

	 	 �また、監査役の報酬限度額は、平成 18 年 6 月 29 日開催の第 40 期定時株主総会において、
年額 2,000 万円以内と決議いただいております。

（3）社外役員に関する事項
① 他の法人との重要な兼職の状況及び当社と当該法人との関係

区　分 氏　名 重要な兼職の状況 当社との関係

取締役 古 田 龍 輔
学校法人筑紫女学園大学
現代社会学部 教授

特別の関係はありません。

監査役 藤 崎 　 武 藤崎公認会計士事務所 所長 特別の関係はありません。

② 主な活動状況
区　分 氏　名 主な活動状況

取締役 古 田 龍 輔
当事業年度に開催された取締役会 7回のうち 6回に出席し、
主に学識経験者として専門的見地からの発言を行っており	
ます。

監査役 靍 田 邦 雄
当事業年度に開催された取締役会 7回、監査役会 9回のすべ
てに出席し、審議に関して必要な発言を適宜行っており	
ます。

監査役 藤 崎 　 武
当事業年度に開催された取締役会 7回、監査役会 9回のすべ
てに出席し、財務・会計の専門家としての経験を生かした発
言を行っております。

（社外役員の会社又は特定関係事業者との関係に関する事項）
社外取締役古田龍輔氏は、当社代表取締役社長松本洋助氏の 2親等以内の親族であります。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社定款においては、社外取締役及び社外監査役の会社法第 423 条第 1項
の責任について、善意かつ重過失がないときは一定の限度を設ける契約を締
結することができる旨を定めておりますが、現時点では当社と社外取締役、
社外監査役との間で責任限定契約を締結しておりません。
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4．会計監査人の状況
（1）名称　　有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
摘　　　　　　　　　　要 金　額

① �公認会計士法第 2条第 1項の監査業務に係る報酬の額 20,500 千円
② �当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,500 千円
（注）�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法の規定

に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合
計額を記載しております。

（3）責任限定契約の内容の概要
当社定款においては、会計監査人の会社法第 423 条第 1項の責任について、
善意かつ重過失がないときは一定の限度を設ける契約を締結することができる
旨を定めておりますが、現時点では当社と会計監査人との間で責任限定契約を
締結しておりません。

（4）解任又は不再任の決定の方針
当社監査役会は、会社都合の場合の他、当該会計監査人が会社法第 340 条第
1項各号に定める解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと
判断した場合、もしくは監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監
査業務に重大な支障を来たす事態が生じた場合には、会計監査人の解任又は不
再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総
会に提出いたします。

5．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制について、当社の取締役会におい
て決議した内容は次のとおりであります。
① �取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
ア．�取締役及び社員の職務執行は、「業務分掌規程」により各担当部署の業務

分掌を明確化し、「組織管理規程」及び「職務権限決裁基準表」に基づき、
各職位の責任と権限を定めており、この規程に則った運営で業務の効率
性と法令、定款に適合した業務運営を行う。
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イ．�当社はコンプライアンスの基本原則に基づいて制定した「ダイショー企
業倫理 5つの視点」を順守する。

ウ．�監査室は、適切な業務運営体制を確保すべく、「内部監査規程」に基づき
専任者を設け内部監査を実施する。

エ．�当社は、反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、毅然とした態度
で対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．�取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき、別途定める
「文書取扱規程」及び「情報セキュリティ管理規程」に従い適切に保存及
び管理を行う。

イ．�保存及び管理されている文書等は、取締役ならびに監査役がいつでも閲
覧できるようにする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．�取締役及び社員は、当社の損害を防止するため、別途定める「危機管理

規程」、「コンプライアンス規程」、「内部情報管理及び内部取引防止規程」
及び「民事暴力対策規程」等に従い業務運営を行う。

イ．�危機が発生した場合は、必要に応じて対策本部を設置し、社内外への適
切な情報伝達を含め適切かつ迅速に対処するものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．�取締役会は経営に関する重要事項の決定ならびに各取締役の職務執行状

況の監督を行う。
イ．�職務執行の効率化のため、「組織管理規程」、「稟議規程」の整備・運用に

より、役割・責任を明確にし、権限委譲を図る。
⑤ �監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
ア．�監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、協議の

うえ、補助使用人を配置するものとする。
イ．�要請を受け配置する場合の補助使用人は、その属する組織が取締役の下

にある場合でも、独立性確保のため監査役補助職務の専任とし、その補
助使用人の人事異動・評価等は予め監査役に相談し、これを決定する。

⑥ �取締役及び使用人が監査役（会）に報告するための体制その他監査役（会）
への報告に関する体制
ア．�取締役及び社員は、法令違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する

行為等が行われていることを知った場合、「内部通報規程」に則り速やか
に報告・相談し、通報責任者は、その報告・相談事項について重要と判
断した場合には監査役に報告する。
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イ．�取締役及び社員は、監査役の求めに応じ、その職務の執行に関する事項
の説明をすることとする。

⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役は、各部門等で開催される各種会議にいつでも出席できる。
イ．�監査役は会計監査人及び内部監査室と緊密な連携を保ちつつ、相互補完、

相互牽制の立場に立って効率的な監査が実施できる体制を整備する。

（2）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備の状況
① 基本的な考え方

反社会的勢力の排除は、企業の社会的責任とともに企業防衛の観点からも
必須のことであり、反社会的勢力からの不当要求等には決して応じない。

② 整備状況
ア．「行動規範」に反社会的勢力排除を規定し、社内外に徹底を図っている。
イ．�更に「危機管理規程」の中で、反社会的勢力からの不当要求をリスクと

捉え、組織として対応する旨規定し、又、別途規定する「民事暴力対策
規程」に基づきそのような団体等からの不当要求に対処することとして
いる。

ウ．�反社会的勢力の排除に向け、他企業との情報共有化及び警察との協調関
係構築のため、「企業防衛対策協議会」に参加し、地域企業及び県警察本
部と交流、情報交換を図っている。

エ．�反社会的勢力からの不当要求等に対し担当部署は総務人事部とし、全部
門からの情報は総務人事部に集約され、総務人事部が窓口となり、経営
トップをはじめ組織全体で事態に対処することとしている。
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貸　借　対　照　表
（平成 27 年 3 月 31 日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,147,774
1,542, 427
46,652

2,315, 300
536,622
358,010
41,811
177,878
153,072
△ 24,000

8,831,837
7,855,844
2,434, 887
338,016
1,152, 686
1,864
42,461

2,529, 310
1,333, 397
23,220

90,220
86,333
3,887

885,771
142,697
266,490
5,572

355,303
120,407
△ 4,700

流　動　負　債
買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他

4,087,288
1,343, 530
500,000
300,000
305,018
889,639
55,746
206,349
116,012
18,990
332,000
20,000

2,478,174
225,000
1,217, 265
404,777
595,295
35,836

負 債 合 計 6,565,463
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
資 本 準 備 金

利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

7,378,863
870,826
379,666
379,666
6,242,733
90,384

6,152, 348
5,750, 000
402,348

△ 114,363
35,285
35,285

純 資 産 合 計 7,414,149
資 産 合 計 13,979,612 負債及び純資産合計 13,979,612
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損　益　計　算　書
（自　平成 26 年 4 月 1 日　　至　平成 27 年 3 月 31 日）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 18,661,716
売 上 原 価 10,953,342
売 上 総 利 益 7,708,373

販売費及び一般管理費 7,276,263
営 業 利 益 432,110

営 業 外 収 益
受取利息及び受取配当金 1,996
賃 貸 料 収 入 28,704
そ の 他 12,232 42,934
営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,308
そ の 他 10,012 41,320
経 常 利 益 433,723
特 別 利 益
補 助 金 収 入 99,815 99,815
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 11,919 11,919
税 引 前 当 期 純 利 益 521,619
法人税、住民税及び事業税 182,000
法 人 税 等 調 整 額 66,692 248,692
当 期 純 利 益 272,927
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株主資本等変動計算書
（自　平成 26 年 4 月 1 日　　至　平成 27 年 3 月 31 日）

（単位：千円）

項　目

株　主　資　本
評価・換
算差額等

純資産	
合　計

資本金

資　本	
剰余金

利益剰余金

自己	
株式

株主資本	
合　　計

そ の 他	
有価証券
評 価	
差 額 金

資　本	
準備金

利　益	
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別　途	

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 870,826 379,666 90,384 5,450, 000 539,150 6,079, 535 △ 114,314 7,215, 713 22,751 7,238, 465

会計方針の変
更による累積
的 影 響 額 44,716 44,716 44,716 44,716

会計方針の変更
を反映した当期
首残高 870,826 379,666 90,384 5,450, 000 583,866 6,124, 251 △ 114,314 7,260, 429 22,751 7,283, 181

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 300,000 △ 300,000 ─ ─ ─

剰余金の配当 △ 154,445 △ 154,445 △ 154,445 △ 154,445

当期純利益 272,927 272,927 272,927 272,927

自己株式の取得 △ 48 △ 48 △ 48

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額） 12,534 12,534

当期変動額合計 ─ ─ ─ 300,000 △ 181,518 118,481 △ 48 118,433 12,534 130,967

当 期 末 残 高 870,826 379,666 90,384 5,750, 000 402,348 6,242, 733 △ 114,363 7,378, 863 35,285 7,414, 149
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個別注記表
1．�重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）�資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

�（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のないもの………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料……�総平均法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算定）

（2）�固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を
除く）については、定額法）を採用しております。

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

（3）�引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……�債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金……�従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額
基準により計上しております。

③ 役員賞与引当金……�役員に対する賞与の支給に充てるため、当事業年
度における支給見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金……�従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。数理計算上の差異は、各事
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業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（5年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金……�役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

（4）�その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2．�会計方針の変更に関する注記
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号　平成 24 年 5 月 17 日。
以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第 25 号　平成 27 年 3 月 26 日。以下「退職給付
適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針
第 67 項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務
及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく
割引率から単一の加重平均割引率へ変更し、退職給付見込額の期間帰属方法を
期間定額基準から給付算定式基準へ変更いたしました。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める
経過的な取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務
費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が 69,198 千円減少し、利益
剰余金が 44,716 千円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常
利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 920 千円増加しております。
なお、1株あたり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

3．�貸借対照表に関する注記
（1）�有形固定資産の減価償却累計額	 5,362,263 千円

（2）�当事業年度において国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除
している圧縮記帳額は 48,026 千円であり、その内訳は、建物 27,073 千円、
構築物 5,727 千円、機械及び装置 15,225 千円であります。
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4．�株主資本等変動計算書に関する注記
（1）�発行済株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首残高 当事業年度末残高
普通株式（株） 9,868,800 9,868, 800

（2）�自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首残高 当事業年度末残高
普通株式（株） 215,959 215,999
（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加	 40 株

（3）�配当に関する事項
① 配当金支払額

決　　議 株式の種類
配 当 金 の	
総額（千円）

1株当たり	
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成 26 年 6 月 27 日	
定 時 株 主 総 会

普通株式 77,222 8.00 平成 26 年 3 月 31 日 平成 26 年 6 月 30 日

平成 26 年 11 月 4 日	
取 締 役 会

普通株式 77,222 8.00 平成 26 年 9 月 30 日 平成 26 年 12 月 1 日

② �基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度
後となるもの。

決　　議
株式の	
種　類

配当の	
原　資

配当金の	
総 額
（千円）

1株当たり
配 当 額
（円）

基準日 効力発生日

平成 27 年 6 月 26 日
定 時 株 主 総 会

普通	
株式

利　益	
剰余金

77,222 8.00 平成 27 年 3 月 31 日 平成 27 年 6 月 29 日
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5．�税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
役員退職慰労引当金	 190,866 千円
退職給付引当金	 150,215
賞与引当金	 108,995
その他	  108,816　　
繰延税金資産小計	 558,892
評価性引当額	 △ 14,865　　
繰延税金資産合計	 544,027

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金	 △ 10,846　　
繰延税金負債合計	 △ 10,846　　
繰延税金資産の純額	  533,181　　

（2）�法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正す
る法律」が平成 27 年 3 月 31 日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰
延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 27 年 4 月 1 日以降解
消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の 35.4％か
ら、回収又は支払が見込まれる期間が平成 27 年 4 月 1 日から平成 28 年 3
月 31 日までのものは 32.8％、平成 28 年 4 月 1 日以降のものについては
32.1％にそれぞれ変更されております。
その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
が 50,607 千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が 51,730
千円、その他有価証券評価差額金が 1,123 千円それぞれ増加しております。
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6．�金融商品に関する注記
（1）�金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社では、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調
達については銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。当該リスクに関しては、売上債権管理規程に従い、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時把握
する体制としております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております
が、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時
価が取締役会に報告されております。
営業債務である買掛金は、その全てが一年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期
借入金（原則として 5年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社
では、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

（2）�金融商品の時価等に関する事項
平成 27 年 3 月 31 日（決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表	
計上額（＊）

時　価（＊） 差額

（1）現金及び預金
（2）受取手形
（3）売掛金
（4）投資有価証券
（5）買掛金
（6）短期借入金
（7）未払金
（8）長期借入金
（9）リース債務

1,542,427
46,652

2,315, 300
142,661

（1,343,530）
（500,000）
（889,639）
（525,000）
（1,522,284）

1,542,427
46,652

2,315, 300
142,661

（1,343,530）
（500,000）
（889,639）
（525,340）
（1,537,482）

─
─
─
─
─
─
─
340

15,198
（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。



20

（注）1　金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
（1）�現金及び預金、（2）受取手形、及び（3）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額

と取得原価との差額は以下のとおりであります。
（単位：千円）

種類 取得原価
貸借対照表
計上額

差　額

貸借対照表計上額が	
取得原価を超えるもの

株　式
その他

88,582
1,691

132,995
3,704

44,412
2,013

小計 90,274 136,700 46,425

貸借対照表計上額が	
取得原価を超えないもの

株　式
その他

6,255
─

5,961
─

△ 294
─

小　計 6,255 5,961 △ 294
合　計 96,529 142,661 46,131

（5）買掛金、（6）短期借入金、及び（7）未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。
（8）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（9）リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。
（注）�2 �非上場株式（貸借対照表計上額 36千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、「（4）投資有価証券」には含めておりません。

7．1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額	 768 円 08 銭
1 株当たり当期純利益	 28 円 27 銭
（注）�「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、

退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っております。
　この結果、当事業年度の 1株当たり純資産額が 4円 70 銭増加し、1株当たり当期
純利益が 0円 06 銭増加しております。
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8．その他の注記
退職給付に関する注記

（1）�採用している退職給付制度の概要
当社は、確定給付型の退職一時金制度、及び確定拠出型の退職給付制度
を設けております。

（2）�確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高	 539,625 千円
　会計方針の変更による累積的影響額	 　△ 69,198　　
　会計基準の変更を反映した期首残高	 470,427
　勤務費用	 42,060
　利息費用	 3,763
　数理計算上の差異の発生額	 △ 164
　退職給付の支払額　	 　△ 39,248　　
退職給付債務の期末残高	 　　476,839　　

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高	 74,874 千円
　期待運用収益	 1,123
　数理計算上の差異の発生額	 　 　30,306　　
年金資産の期末残高	 　　106,303　　

③ �退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給
付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務	 476,839 千円
年金資産	 　△ 106,303　　
未積立退職給付債務	 370,536
未認識数理計算上の差異	 　　　34,240　　
貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 　　404,777　　

退職給付引当金	 　　404,777　　
貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 　　404,777　　
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④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用	 42,060 千円
利息費用	 3,763
期待運用収益	 △ 1,123
数理計算上の差異の費用処理額	 　　　9,184　　
確定給付制度に係る退職給付費用	  　　53,886　　

⑤ 年金資産に関する事項
ア．年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの金額は、次のとおりであります。
株式	 93,485 千円
現金及び預金	 11,785
その他	 　　　1,032　　
合計	 　　106,303　　
（注）�年金資産はすべて、企業年金制度に対して設定した退職給付信託であります。
イ．長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想され
る年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び
将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項
当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎
　割引率	 0.8％
　長期期待運用収益率	 1.5％

（3）確定拠出制度
当社の確定拠出制度への要拠出額は、79,962 千円でありました。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

株式会社ダイショー
   取締役会　　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　内藤真一　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　中野宏治　㊞

当監査法人は、会社法第 436 条第 2項第 1号の規定に基づき、株式会社ダイショーの平成	
26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日までの第 49 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借	
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類
及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の
目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明
細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算
書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以　上

平成 27 年 5 月 7 日
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監査役会の監査報告書　謄本

監査報告書
当監査役会は、平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日までの第 49 期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行	
規則第 100 条第 1項及び第 3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき	
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の
評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第 131 条各　
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整　
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書　

及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
2．�監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 �事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと	
認めます。

二 �取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三 �内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ	
ステムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成 27 年 5 月 8 日

株式会社ダイショー　監査役会
常勤監査役　　仁　科　　　悟　　　㊞
社外監査役　　靍　田　邦　雄　　　㊞
社外監査役　　藤　崎　　　武　　　㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第 1号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
1．�期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等に備
え、内部留保に努めるとともに、株主の皆様のご期待にお応えするため、以
下のとおりといたしたいと存じます。
これにより、平成 26 年 12 月に実施いたしました中間配当金（1株につき
8円）を加えまして当期の年間配当金は 1株につき 16 円となります。
（1）�配当財産の種類

金銭といたします。
（2）�株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額	

当社普通株式 1株につき金 8円といたします。
なお、この場合の配当総額は、77,222,408 円となります。

（3）�剰余金の配当が効力を生じる日	
平成 27 年 6 月 29 日といたします。

2．�剰余金の処分に関する事項
内部留保金につきましては、将来にわたる生産設備の増強及び販売・物流
体制等の強化のための資金需要に備えるとともに新規事業分野の開拓に活用
を図るため、次のとおりといたしたいと存じます。
（1）減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金	 100,000, 000 円
（2）増加する剰余金の項目とその額

別途積立金	 100,000, 000 円

第 2号議案　監査役 3名選任の件
監査役 3名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査役 3名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名	
（生　年　月　日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

1 仁
に

　　科
しな

　　　　　悟
さとる

（昭和 17 年 2 月 1 日生）

昭和 37 年 12 月　中央信託銀行株式会社入社
平成 9 年 2 月　当社入社　総務部長代理
平成 10 年 6 月　当社取締役　総務部長
平成 14 年 6 月　当社取締役退任
平成 14 年 6 月　当社管理本部総務部担当部長
平成 19 年 6 月　当社常勤監査役（現任）

0株

2 藤
ふじ

　　崎
ざき

　　　　　武
たけし

（昭和 20 年 6 月 4 日生）

昭和 46 年 7 月　等松青木監査法人（現　有限責任監
査法人トーマツ）入所

昭和 56年 6 月　同所退所、藤崎公認会計士事所開設・	
同所所長（現任）

平成 23 年 6 月　当社監査役（現任）

0株

※
3 成

なり

　　清
きよ

　　一
いち

　　郎
ろう

（昭和 24 年 9 月 14 日）

昭和 43 年 4 月　福岡県警察入庁
平成 20 年 3 月　福岡県小郡警察署長
平成 21 年 10 月　株式会社ピエトロ入社　渉外部長
平成 27 年 3 月　同社退職

0株

（注）　1．※印の監査役候補者成清一郎氏は、新任監査役候補者であります。
	 2．各監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

	 3．�監査役候補者藤崎　武氏及び成清一郎氏は、会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役の候補
者であります。

	 4．�藤崎　武氏を社外監査役とした理由は、公認会計士として財務、会計に関する知識、経験を
有しており、豊富な知見を当社の経営に活かしていただくためであります。

	 　 なお、同氏の当社監査役就任後の在任期間は、本株主総会終了の時をもって 4年となります。
	 5．�成清一郎氏を社外監査役とした理由は、長年警察行政に携わった知識、経験をコーポレート・

ガバナンスの充実に活かしていただくためであります。
	 6．�藤崎　武氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員として同取引所に届出を行っており、

同氏が原案どおり選任された場合には、引き続き独立役員となる予定です。また、成清一郎
氏が原案どおり選任された場合には、新たに独立役員となる予定です。

第 3号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって任期満了により監査役を退任されます靍田邦雄氏に
対し、在任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職
慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
なお、その具体的金額、贈呈の時期及び方法等につきましては、監査役の協
議にご一任いただくことをお願いするものであります。
退任監査役の略歴は次のとおりであります。
氏　　　名 略　　　　歴

靍
つる

　田
た

　邦
くに

　雄
お 平成 18 年 6 月　当社監査役（現任）
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第 4号議案　役員賞与支給の件
当期の役員賞与につきましては、当期の業績等を勘案して、当期末時点の取
締役 9名（うち社外取締役 1名）及び監査役 3名に対し、役員賞与総額
20,000,000 円（社外取締役を除く取締役分 18,700,000 円、社外取締役 390,000
円、監査役分 910,000 円）を支給いたしたいと存じます。
� 以　上
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（メモ欄）
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（メモ欄）
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（メモ欄）
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（メモ欄）



ヨドバシ
カメラ

筑紫口
博多口

ホテル
レオパレス博多

ファミリーマート

博多都ホテル
西日本シティ銀行

音羽
公園

J
R
博
多
駅

株主総会会場ご案内図
○場所　福岡市博多区博多駅東二丁目 5番 33 号

ホテルレオパレス博多　3階　イベントホール

交通のご案内	 ●福岡空港より地下鉄で 5分
	 ● JR 博多駅筑紫口・地下鉄博多駅より徒歩 3分
	 ●駐車場　96 台（有料）


